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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期

第１四半期
累計期間

第13期

会計期間
自 2022年８月１日
至 2022年10月31日

自 2021年８月１日
至 2022年７月31日

売上高 (千円) 242,701 843,801

経常利益又は経常損失（△） (千円) 34,677 △67,008

四半期純利益又は当期純損失（△） (千円) 23,258 △52,911

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － －

資本金 (千円) 10,000 10,000

発行済株式総数 (株) 3,000,000 3,000,000

純資産額 (千円) 552,995 529,736

総資産額 (千円) 841,156 879,647

１株当たり四半期純利益又は１株当た
り当期純損失（△）

(円) 7.75 △17.63

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － －

１株当たり配当額 (円) － －

自己資本比率 (％) 65.7 60.2

　

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社が存在しないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

４．当社は、第13期第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第13期第１四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

２ 【事業の内容】

　第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】
　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。なお、当社

は、前第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析

は行っておりません。

（1）財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期累計期間における当社の財政状態、経営成績(以下、「経営成績等」という)の状況の概要は次のと

おりであります。

① 財政状態の状況

(資産)

　当第１四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末と比べ38,490千円減少し、841,156千円となりました。こ

れは主に、ソフトウエア仮勘定が3,687千円、流動資産のその他が6,902千円増加した一方で、債務の支払い等によ

り現金及び預金が24,333千円、売掛金が3,445千円、投資その他の資産が12,034千円減少したことによるものであ

ります。

(負債)

　当第１四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末と比べ61,749千円減少し、288,161千円となりました。こ

れは主に、買掛金が56,356千円減少したことによるものであります。

(純資産)

　当第１四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末と比べ23,258千円増加し、552,995千円となりました。

これは四半期純利益の計上により利益剰余金が23,258千円増加したことによるものであります。 なお、自己資本

比率は65.7％となっております。

② 経営成績の状況

　当第１四半期累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響を受け依然として厳しい状況

にあるものの、各種政策の効果や経済活動の段階的な再開に伴って、持ち直しの動きが続くことが期待されてお

ります。

　国内EC市場規模は2020年20兆円から2026年には29兆円に拡大（「ITナビゲーター2021年版」発表データ）が予

想されており、国内外においてEC市場規模は急速に拡大しております。

　一方、WEBマーケティング広告における「不当景品類及び不当表示防止法（景表法）」、「医薬品、医療機器

等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（薬機法）」の規制は厳しさを増しており、より慎重な広告

表現が求められる状況です。保守的な広告表現への見直しによって広告効率が悪化する場合もありますが、当社

では、これらの法規制等を遵守しながら、A/Bテストを繰り返し、広告効率の向上に努めております。

　このような環境の中で、クラウドサービスにおいては、売れるD2Cつくーるクライアント数は2022年10月末時

点で154社と2022年7月末150社からは微増となりました。

　 マーケティング支援サービスにおいては、既存大口取引先の取引金額が一部減少し減収となっております。

　費用面としましては前期はオフィス移転・拡張等、積極的な投資を行っておりましたが、当第１四半期は投資

の選択と集中を行うことで販売管理費は138,773千円となりました。

　以上の結果、売上高は242,701千円、営業利益は30,990千円、経常利益は34,677千円、四半期純利益は23,258

千円となりました。

なお、当社はD2C(ネット通販)向けデジタルマーケティング事業の単一セグメントであるため、セグメント別

の経営成績に関する記載は省略しております。
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（2）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針、経営戦略等について重要な変更はありません。

（3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

（4）研究開発活動

　該当事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年10月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年９月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,000,000 3,000,000 非上場
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であり、単元株
式数は100株であります。

計 3,000,000 3,000,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

第８回新株予約権

決議年月日 2022年10月24日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 １
当社従業員 41

新株予約権の数（個） ※ 97,420(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内
容及び数（株） ※

普通株式97,420(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 622 (注)２

新株予約権の行使期間 ※ 2024年11月１日～2032年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円） ※

発行価格 622
資本組入額 311

新株予約権の行使の条件 ※

新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の取締
役又は従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、
定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りでない。
その他の条件は、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結し

た「新株予約権付与契約」で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 ※

（注）３

※ 新株予約権の発行時(2022年10月31日)における内容を記載しております。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

　ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
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調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

　また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

３．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る）、又は株式交換又は株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併

につき吸収合併がその効力を生じる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸

収分割がその効力を生じる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がそ

の効力を生じる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約

権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約

権を新たに発行するものとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸

収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めるこ

とを条件とする。

（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

（2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、注）２に準じて決定する。

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、注）２で定められる行使価額を組織再

編の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権

の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

（5）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、本新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額に準じて決定する。

（7）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

（8）新株予約権の取得条項

本新株予約権の内容に準じて決定する。

（9）その他の新株予約権の行使の条件

本新株予約権の内容に準じて決定する。

② 【その他の新株予約権等の状況】

　 該当事項はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年８月１日～
2022年10月31日　

－ 3,000,000 － 10,000 － －

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年10月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他)
　普通株式

3,000,000
30,000

完全議決権株式であり、株主として
の権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 3,000,000 － －

総株主の議決権 － 30,000 －

② 【自己株式等】

　 該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

　



― 7 ―

第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条

の２第１項の規定に準じて、第１四半期会計期間(2022年８月１日から2022年10月31日まで)及び第１四半期累計期間

(2022年８月１日から2022年10月31日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期

レビューを受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４ 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2022年７月31日)

当第１四半期会計期間
(2022年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 169,751 145,417

売掛金 223,427 219,982

その他 87,067 93,969

　 貸倒引当金 △11,868 △12,110

流動資産合計 468,377 447,258

固定資産

有形固定資産 197,668 190,909

無形固定資産

ソフトウエア 108,557 106,291

　 ソフトウエア仮勘定 31,582 35,269

無形固定資産合計 140,139 141,560

投資その他の資産 ※ 73,461 ※ 61,427

固定資産合計 411,270 393,898

資産合計 879,647 841,156

負債の部

流動負債

買掛金 246,090 189,734

未払法人税等 － 35

　 賞与引当金 － 3,696

その他 99,870 91,172

流動負債合計 345,961 284,638

固定負債 3,949 3,522

負債合計 349,910 288,161

純資産の部

株主資本

資本金 10,000 10,000

利益剰余金 519,736 542,995

株主資本合計 529,736 552,995

純資産合計 529,736 552,995

負債純資産合計 879,647 841,156
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期累計期間
(自 2022年８月１日
至 2022年10月31日)

売上高 242,701

売上原価 72,938

売上総利益 169,763

販売費及び一般管理費 138,773

営業利益 30,990

営業外収益

　 受取利息 0

　 受取手数料 3,687

　 営業外収益合計 3,688

営業外費用

支払利息 1

営業外費用合計 1

経常利益 34,677

税引前四半期純利益 34,677

法人税、住民税及び事業税 35

法人税等調整額 11,383

法人税等合計 11,418

四半期純利益 23,258
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

前事業年度
（2022年７月31日)

当第１四半期会計期間
(2022年10月31日)

投資その他の資産 　 857千円 3,341千円

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

当第１四半期累計期間

(自 2022年８月１日　

至 2022年10月31日)

減価償却費 17,245千円

(セグメント情報等)

当第１四半期累計期間( 自 2022年８月１日　至 2022年10月31日)

【セグメント情報】

当社の事業はD2C（ネット通販）向けデジタルマーケティング支援事業の単一セグメントであるため、記載を省

略しております。

(収益認識関係)

当第１四半期累計期間(自 2022年８月１日　至 2022年10月31日)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社はD2C（ネット通販）向けデジタルマーケティング支援事業の単一セグメントであるため、顧客との契約か

ら生じる収益の分解情報については、以下のとおりサービス別に記載しております。

（単位：千円）

サービスの名称 内容 外部顧客への売上高

ネット広告/ランディングペ
ージ特化型クラウドサービ
ス

売れるD2Cつくーる 79,855

売れるネット広告でざいん 37,013

売れるネット広告こんさる 16,266

マーケティング支援サービス 109,567

合計 242,701
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自 2022年８月１日
至 2022年10月31日)

１株当たり四半期純利益 7.75

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 23,258

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 23,258

普通株式の期中平均株式数(株) 3,000,000

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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